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・発注者区分の「独立行政法人等」には独立行政法人のほか、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等が含まれ
ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和3年7月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．7月単月
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

令和3年度 令和2年度 増　　減 増減率

　当月の取扱は、件数が前年同月比－7.4％の14,329件、請負金
額が－16.5％の7,577億円となった。

件　数 14,329 15,476 -1,147 -7.4%

請負金額 7,577 9,074 -1,496 -16.5%

保証金額 3,017 3,484 -467 -13.4%
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　２．4月～7月累計
　　請負金額が低調

（金額単位：億円）

増減率

-1.9%

-6.4%

令和3年度

48,785

35,841

令和2年度

49,748

38,294

14,669 -5.6%

増　　減

-963

-2,452

件　数

請負金額

　７月までの取扱は、件数が前年同期比－1.9％の48,785件、請負
金額が－6.4％の3兆5,841億円となっている。

保証金額 13,846 -822
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Ⅱ．発注者別状況

　１．7月単月
　　市区町村で２桁の減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

6

（Ａ） 国
　法務省などで増加したものの、国土交通省、農林水産省などで減少した。
　国土交通省は中部地方整備局（－１３２億円）などで減少した。

（Ｂ） 独立行政法人等
　国立大学法人などで増加したものの、成田国際空港㈱、中日本高速道路㈱などで減少した。

（Ｃ）都道府県
　愛知、三重などで増加したものの、東京、福島などで減少した。

（Ｄ）市区町村
　群馬、福井などで増加したものの、東京、宮城などで減少した。
　東京は足立区（－８０億円）などで、宮城は石巻市（－３４億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社
　東京都住宅供給公社、千葉県下水道公社などで増加した。

（Ｆ）その他
　東京二十三区清掃一部事務組合などで減少した。

地 方 公 社 91 70 20 29.7%

独 立 行 政
法 人 等

市 区 町 村

都 道 府 県 2,312 2,653

宮城（-103）

-341 福島（-119）

国立大学法人（67）

愛知（67） 三重（18）

群馬（68） 福井（20）

東京（-158）

東京（-292）

成田国際空港（-154）

中日本高速道路（-30）

東京都住宅供給公社（11）

千葉県下水道公社（11）

東京二十三区清掃一部事務
組合（-92）

そ   の   他 330 521 -190 -36.6%

7,577 9,074 -1,496 -16.5%

　地方公社で大幅な増加となったものの、その他で著しい減少、独立行政法人等で大幅な減少、国、都道府
県、市区町村でも２桁の減少となったため、全体としても－16.5％の減少となった。

合         計

 減    少主    な   増    加 主    な  
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請 負 金 額
増減額 増減率
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　２．4月～7月累計
　　市区町村で低調

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

東京（-281） 岩手（-270）

福島（-212）

6

（Ａ） 国
　防衛省、法務省などで増加しているものの、国土交通省、環境省などで減少している。
　国土交通省は東北地方整備局（－２２７億円）などで、環境省は福島地方環境事務所（－９９億円）
　などで減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　中日本高速道路㈱、国立大学法人などで増加しているものの、鉄道建設・運輸施設整備支援機構、
　東日本高速道路㈱などで減少している。

（Ｃ）都道府県
　岐阜、愛知などで増加しているものの、東京、岩手、福島などで減少している。

（Ｄ）市区町村
　神奈川、東京などで増加しているものの、宮城、愛知などで減少している。
　宮城は石巻市（－９１億円）などで、愛知は常滑市（－７０億円）などで減少している。

（Ｅ）地方公社
　東京都道路整備保全公社などで減少しているものの、神奈川県住宅供給公社などで増加している。

（Ｆ）その他
　鹿島地方事務組合などで増加しているものの、東京二十三区清掃一部事務組合などで減少している。

宮城（-289） 愛知（-258）

　地方公社で２桁の増加となったものの、その他で２桁の減少、独立行政法人等、都道府県、市区町村で低
調、国でも若干の減少となったため、全体としても－6.4％の減少となっている。

鹿島地方事務組合（72）
東京二十三区清掃一部事務
組合（-99）

合         計 35,841 38,294 -2,452 -6.4%

そ   の   他 1,956 2,178 -222 -10.2%

東京都道路整備保全公社（-23）

神奈川（335） 東京（179）

地 方 公 社 432 365 67 18.4% 神奈川県住宅供給公社（52）

市 区 町 村 12,752 13,834 -1,082 -7.8%

独 立 行 政
法 人 等

5,220 5,769

都 道 府 県 10,032 10,525 -493 -4.7% 岐阜（286） 愛知（247）

中日本高速道路（138）

国立大学法人（125)

鉄道・運輸機構（-404）

請 負 金 額

-549 -9.5%
東日本高速道路（-296）

防衛省（80）

法務省（61）

国土交通省（-164）

環境省（-101）
国 5,447 5,618 -171 -3.1%
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．7月単月
　　関東で２桁の減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 1,505 2,045 -540 -26.4% 0 岩手（-154） 福島（-146） 6

関   東 3,397 4,098 -700 -17.1% 茨城（17） 埼玉（7） 2 東京（-490） 千葉（-159） 5

甲信越 737 753 -15 -2.1% 山梨（37） 1 長野（-37） 新潟（-15） 2

北   陸 436 467 -30 -6.6% 福井（16） 1 富山（-25） 石川（-22） 2

東   海 1,352 1,530 -178 -11.6% 愛知（65） 三重（15） 2 岐阜（-206） 静岡（-52） 2

その他 149 178 -29 -16.6% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 7,577 9,074 -1,496 -16.5% 6

（Ａ） 東北地区

　全ての県で減少した。

　岩手は県（－５８億円）などで、福島も県（－１１９億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　茨城、埼玉で増加したものの、東京、千葉などで減少した。

　東京は市区町村（－２７４億円）などで、千葉は独立行政法人等（－１５４億円）などで減少した。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で増加したものの、長野、新潟で減少した。

　長野は市町村（－４０億円）などで、新潟は国（－３７億円）などで減少した。

（Ｄ）北陸地区

　福井で増加したものの、富山、石川で減少した。

　富山は独立行政法人等（－１２億円）などで、石川は市町（－１２億円）などで減少した。

（Ｅ）東海地区

　愛知、三重で増加したものの、岐阜、静岡で減少した。

　岐阜は国（－１１１億円）などで、静岡は市町（－３９億円）などで減少した。

　東北で大幅な減少、関東、東海で２桁の減少、北陸で低調、甲信越でも若干の減少となったため、全体としても－
16.5％の減少となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
請 負 金 額
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　２．4月～7月累計
　　東北で２桁の減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 7,585 9,057 -1,472 -16.3% 青森（128） 山形（69） 2 福島（-581） 岩手（-563） 4

関   東 14,935 15,617 -681 -4.4% 神奈川（448） 埼玉（275） 3 東京（-919） 千葉（-269） 4

甲信越 3,439 3,343 95 2.9% 山梨（97） 新潟（33） 2 長野（-34） 1

北   陸 2,641 2,852 -210 -7.4% 富山（27） 1 福井（-211） 石川（-25） 2

東   海 6,378 6,664 -285 -4.3% 岐阜（119） 三重（92） 2 静岡（-481） 愛知（-15） 2

その他 860 759 101 13.4% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 35,841 38,294 -2,452 -6.4% 6

（Ａ） 東北地区

　青森、山形で増加しているものの、福島、岩手などで減少している。

　福島は市町村（－２１６億円）などで、岩手は県（－２７０億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、埼玉などで増加しているものの、東京、千葉などで減少している。

　東京は独立行政法人等（－６０３億円）などで、千葉は独立行政法人等（－２１２億円）などで減少している。

（Ｃ）甲信越地区

　長野で減少しているものの、山梨、新潟で増加している。

　山梨は独立行政法人等（＋１１４億円）などで、新潟も独立行政法人等（＋１４６億円）などで増加している。

（Ｄ）北陸地区

　富山で増加しているものの、福井、石川で減少している。

　福井は独立行政法人等（－１６２億円）などで、石川も独立行政法人等（－８６億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　岐阜、三重で増加しているものの、静岡、愛知で減少している。

　静岡は独立行政法人等（－３３８億円）などで、愛知は市町村（－２６１億円）などで減少している。

＋ 主    な   減    少 －

　甲信越で若干の増加となったものの、東北で２桁の減少、関東、北陸、東海でも低調となったため、全体としても
－6.4％の減少となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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北陸 2,852（7.4%） 北陸 2,641（7.4%）

甲信越 3,343（8.7%） 甲信越 3,439（9.6%）

関東 15,617（40.8%） 関東 14,935（41.7%）
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東北 7,585（21.2%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和3年度
（7月単月）

令和2年度
（7月単月）

令和3年度
（4月～7月累計）

令和2年度
（4月～7月累計）

青　 　　森 214 220 -6 -2.9% 1,062 934 128 13.8%
岩　 　　手 216 370 -154 -41.6% 1,336 1,899 -563 -29.7%
宮　 　　城 313 447 -134 -30.0% 1,472 1,891 -418 -22.1%
秋　 　　田 142 187 -45 -24.0% 714 821 -106 -12.9%
山　 　　形 172 226 -54 -24.1% 895 826 69 8.4%
福　 　　島 446 592 -146 -24.7% 2,102 2,684 -581 -21.7%
茨　　 　城 450 432 17 4.0% 1,391 1,509 -118 -7.8%
栃　　 　木 165 207 -41 -20.2% 971 1,111 -140 -12.6%
群　　 　馬 249 269 -19 -7.3% 843 802 41 5.2%
埼　　 　玉 461 454 7 1.6% 2,056 1,781 275 15.5%
千　 　　葉 374 534 -159 -29.9% 1,618 1,887 -269 -14.2%
東　　 　京 1,200 1,691 -490 -29.0% 4,803 5,723 -919 -16.1%
神　奈　川 495 509 -14 -2.8% 3,250 2,801 448 16.0%
山　　 　梨 171 133 37 27.9% 624 527 97 18.4%
長　　 　野 237 274 -37 -13.6% 1,313 1,347 -34 -2.6%
新　 　　潟 329 345 -15 -4.6% 1,502 1,469 33 2.3%
富　 　　山 151 176 -25 -14.4% 692 665 27 4.1%
石　　 　川 154 177 -22 -12.6% 987 1,013 -25 -2.5%
福　 　　井 130 113 16 14.9% 961 1,173 -211 -18.1%
静　 　　岡 359 412 -52 -12.8% 1,753 2,235 -481 -21.6%
愛　　 　知 609 544 65 12.0% 2,463 2,479 -15 -0.6%
岐　　 　阜 151 358 -206 -57.6% 1,346 1,227 119 9.7%
三　　 　重 230 214 15 7.4% 815 722 92 12.9%
そ　の　他 149 178 -29 -16.6% 860 759 101 13.4%
合　　　計 7,577 9,074 -1,496 -16.5% 35,841 38,294 -2,452 -6.4%

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率
請　負　金　額 請　負　金　額

東

海

工 事 場 所

区  分

東

北

関

東

甲
信
越

北

陸
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参考２　請負金額階層別状況

１．7月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 240 3.2% 267 2.9% -26 -10.0% 0.3
2,000万円未満 451 6.0% 484 5.3% -33 -6.8% 0.7
5,000万円未満 1,198 15.8% 1,307 14.4% -109 -8.3% 1.4
小    計 1,891 25.0% 2,060 22.7% -168 -8.2% 2.3
１億円未満 1,347 17.8% 1,408 15.5% -60 -4.3% 2.3
２億円未満 1,378 18.2% 1,394 15.4% -15 -1.1% 2.8
５億円未満 1,402 18.5% 1,696 18.7% -293 -17.3% -0.2
小    計 4,128 54.5% 4,499 49.6% -370 -8.2% 4.9
１０億円未満 648 8.6% 701 7.7% -52 -7.5% 0.9
１０億円以上 909 12.0% 1,813 20.0% -904 -49.9% -8.0
小    計 1,557 20.6% 2,514 27.7% -957 -38.1% -7.1
合    計 7,577 100.0% 9,074 100.0% -1,496 -16.5%

２．4月～7月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 797 2.2% 860 2.2% -62 -7.3% 0.0
2,000万円未満 1,440 4.0% 1,472 3.8% -32 -2.2% 0.2
5,000万円未満 3,925 11.0% 3,955 10.3% -29 -0.8% 0.7
小    計 6,163 17.2% 6,288 16.4% -125 -2.0% 0.8
１億円未満 4,591 12.8% 4,472 11.7% 119 2.7% 1.1
２億円未満 5,618 15.7% 5,132 13.4% 486 9.5% 2.3
５億円未満 6,772 18.9% 6,986 18.2% -214 -3.1% 0.7
小    計 16,982 47.4% 16,591 43.3% 390 2.4% 4.1
１０億円未満 3,370 9.4% 3,671 9.6% -301 -8.2% -0.2
１０億円以上 9,325 26.0% 11,742 30.7% -2,417 -20.6% -4.7
小    計 12,695 35.4% 15,413 40.3% -2,718 -17.6% -4.9
合    計 35,841 100.0% 38,294 100.0% -2,452 -6.4%

小
規
模

大
規
模

中
規
模

大
規
模

中
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率
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参考３　資本金階層別状況

１．7月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 3,659 48.3% 4,086 45.0% -426 -10.4% 3.3

１億円未満 1,129 14.9% 1,183 13.0% -53 -4.6% 1.9

３億円未満 419 5.5% 449 5.0% -29 -6.6% 0.5

小    計 5,209 68.7% 5,719 63.0% -510 -8.9% 5.7

１０億円未満 250 3.3% 255 2.8% -4 -1.8% 0.5

１０億円以上 1,070 14.1% 1,358 15.0% -287 -21.2% -0.9

小    計 1,321 17.4% 1,613 17.8% -291 -18.1% -0.4

　共  同  企  業  体 1,046 13.8% 1,741 19.2% -694 -39.9% -5.4

合    計 7,577 100.0% 9,074 100.0% -1,496 -16.5%

２．4月～7月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 13,380 37.3% 13,367 34.9% 13 0.1% 2.4

１億円未満 4,450 12.4% 4,396 11.5% 53 1.2% 0.9

３億円未満 2,042 5.7% 1,933 5.0% 108 5.6% 0.7

小    計 19,873 55.4% 19,698 51.4% 175 0.9% 4.0

１０億円未満 1,298 3.6% 1,072 2.8% 225 21.0% 0.8

１０億円以上 6,016 16.8% 6,543 17.1% -526 -8.0% -0.3

小    計 7,314 20.4% 7,615 19.9% -300 -4.0% 0.5

　共  同  企  業  体 8,652 24.1% 10,980 28.7% -2,327 -21.2% -4.6

合    計 35,841 100.0% 38,294 100.0% -2,452 -6.4%

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　2　年　度令　和　3　年　度

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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